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目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

市民に快適且つ安全に公園を利用いただくためには、施設の状況を確実に把握する必要

があるため、公園台帳のデータ管理を進める。

内容

（手段）

○25年度実施内容

　公園台帳をデータ化すると同時に更新作業を進める。

　公園台帳作成　6箇所

　街路樹の移植及び新規植栽箇所の台帳修正を行う。

　街路樹台帳作成　1路線、74件

【直接経費の内訳】

　公園緑地台帳作成委託　（5,093千円）
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○26年度実施内容

　新設の都市公園の台帳作成及び改修を行った児童遊園の台帳修正を行う。

　公園台帳作成　10箇所

　

【直接経費の内訳】

　公園緑地台帳作成委託　（4,900千円）
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事業の

達成状況

既設の公園緑地の台帳のデータ化は終わり、全体のデータ化率は98.5％となった。

※都市公園等の総数は205、内データ化は202
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公園等の新設・全面改修に伴う台帳の新設・更新はしているが、遊具取替等の小規

模な更新工事等の台帳修正がされていないため、台帳の適正化が必要である。
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今年度は、過去3年分の遊具取替についても更新作業を実施する。
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の改善案

更新施設のデータをストックし台帳データの更新を行う。
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公園緑地・街路樹の管理には必要不可欠なものであるため。判定理由

都市公園法第17条において都市公園台帳を整備することが義務付けられており、法

を遵守することができなくなる。また、公園施設の状況を的確に把握することが困難と

なり、市民の快適かつ安全な公園利用に支障が出る。
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